
 

大阪市立小中学校事務研究会会則 

制 定 平成５年３月２日 
最近改正 令和４年５月27日 

前文 

 本会は、大阪市立小学校事務研究会並びに大阪市立中学校事務研究会の発展的解消によ

り、それぞれの機関決定を経て、ここに組織合同をする。 

 前身である両研究会の活動の所産である財物は、有形無形を問わず、これを本会が継承

する。 

 

 

第１章  総 則 

 

第１条 本会は、大阪市立小中学校事務研究会という。 

  ２ 本会は、事務所を会長の勤務する所に置く。 

第２条 本会は、学校事務の研究を推進し、事務職員の資質と職能の向上に努め、大阪市

の学校教育の発展に寄与することを目的とする。 

  ２ 本会は、前項の目的達成のため次の事業を行う。 

     １ 研究大会の実施 

     ２ 広報、啓発活動 

     ３ 調査、研究活動 

     ４ 研修会の実施 

     ５ 関係機関・団体との連携 

     ６ その他本会の目的達成に必要な事項 

 

 

第２章  組 織 

 

第３条 本会は、大阪市立小学校、中学校及び義務教育学校に勤務する事務職員並びに学

校運営支援センター等に勤務する事務職員で構成する。 

第４条 本会は、行政区を組織の単位とする。 

  ２ 行政区には、幹事を置く。 

 

 

第３章  会 員 

 

第５条 本会の会員は、会則に基づき、会の運営と活動に参加する権利を有する。 

  ２ 会員は、本会が会費（分担金）を納める研究団体の会員としての権利を有する。 

第６条 本会の会員は、所定の会費を納入しなければならない。 



 

第４章  機 関 

 

第７条 本会には、次の機関を置く。 

     １ 総   会 

     ２ 幹 事 会 

     ３ 役 員 会 

第８条 総会は、本会の最高の決議機関で、全会員をもって構成する。 

  ２ 総会は、会長が招集する。 

第９条 総会は、次のことを決める。 

     １ 会の運営方針及び事業計画 

     ２ 予算の決定及び決算の承認 

     ３ 会則の制定並びに改正 

     ４ 役員、監査委員の承認 

     ５ 他団体への加入並びに脱退 

     ６ その他本会の目的達成に必要な重要事項 

第10条 幹事会は、総会につぐ決議機関で、幹事をもって構成する。 

  ２ 幹事会は、必要に応じて会長が招集する。 

第11条 幹事会は、次のことを決める。 

     １ 総会より委任された事項 

     ２ 補正予算の決定 

     ３ 会則の解釈並びに規程の制定及び改正 

     ４ その他本会の運営に必要な事項 

第12条 役員会は、本会の執行機関で、会長、副会長、事務局長、事務局次長及び専門部

長をもって構成する。 

  ２ 役員会は、会長が招集する。 

第13条 役員会は、次のことを行う。 

     １ 決議機関から与えられた事項の執行 

     ２ 総会及び幹事会に提出する議案の作成 

     ３ 事務局の運営及び統括 

     ４ 専門部の運営及び統括 

     ５ 研究大会の実施 

     ６ 区会への連絡及び調整 

     ７ その他緊急事項の処理 

第14条 総会の議長は、出席員より互選する。 

  ２ 幹事会の議長は、幹事より互選する。 

  ３ 役員会の議長は、会長があたる。 

第15条 この会則による会議は、構成員の２分の１以上の出席で成立する。ただし、総会

に出席できない場合は委任状をもってあてることができる。 

  ２ 前項にかかわらず総会の成立は、４分の１以上とする。 



 

  ３ 議決は、出席員の過半数とし、可否同数のときは議長が決める。ただし、第９条

第３項に関しては出席員の３分の２以上の同意を必要とする。 

４ 天災その他の理由により、総会または幹事会が集合形式で実施できない場合、役

員会は、通常の議決に代えて、書面による議決を行うことができる。なお、この場

合における本条各項の規定の適用については、書面表決を行った構成員を出席員と

みなす。 

 

 

第５章  幹 事 

 

第16条 本会には、幹事を置く。 

第17条 幹事は、行政区ごとに選出する。 

２ 選出方法については、行政区より１名の幹事を選出する。 

  ３ 幹事は、役員及び監査委員を兼ねることはできない。 

第18条 幹事の任期は、４月１日から翌年の３月31日までの１ヵ年とし、再任を妨げない。

ただし、欠員の補充は、当該の行政区で行い、任期は前任者の残余期間とする。 

 

 

第６章  役 員 

 

第19条 本会には、次の役員を置く。 

会   長   １名 

副 会 長   ２名 

事 務 局 長   １名 

事務局次長   ２名 

研 究 部 長   １名 

研 修 部 長   １名 

第20条 役員の職務は、次のとおりとする。 

１ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはその代理をする。また、担

当専門部に助言し、行政区との連絡調整・本会の会計業務を処理する。 

３ 事務局長は、事務局業務を総括する。 

４ 事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長事故あるときはその代理をす

る。 

５ 研究部長、研修部長は、各部の業務を総括する。 

第21条 役員は、別に定める役員等選出規程により選出し、総会の承認を得る。 

第22条 役員の任期は、総会より翌年の総会までの１ヵ年とし、再任を妨げない。ただし、

欠員の補充で就任したものの任期は前任者の残余期間とする。 

 



 

第７章 監 査 委 員 

 

第23条 本会には、監査委員を置く。監査委員は本会の運営から独立した権限をもつ。 

第24条 監査委員は、２名とする。 

第25条 監査委員は、決議された事業計画等に照らし、会務運営及び会計処理の監査を行

い会員に報告する。 

第26条 監査委員の選出及び任期は、監査業務の独立性を鑑み、第21条、第22条を準用す

る。 

 

 

第８章  事 務 局 

 

第27条 本会には、事務局を置く。 

  ２ 事務局は、事務局長、事務局次長及び事務局員をもって構成する。 

  ３ 事務局は、役員の推薦により事務局員を若干名置く。 

  ４ 事務局員は、会長が委嘱する。 

  ５ 事務局員の任期は、事務局長の任期に準ずる。 

第28条 事務局は、次の業務を行う。 

     １ 本会の事務の総括及び整理 

     ２ 組織実態の把握 

     ３ 会務の記録及び保存 

     ４ 関係機関・団体との連携 

     ５ 会の内外への広報活動 

     ６ その他必要な事項 

 

 

第９章  専 門 部 

 

第29条 本会には、次の専門部を置く。 

     研究部 

     研修部 

第30条 専門部には、専門部会を置き、部長、副部長及び部員をもって構成する。 

第31条 専門部は、公募により部員を若干名置く。 

  ２ 部員は、会長が委嘱する。 

  ３ 副部長は、部長が指名する。 

  ４ 副部長は、部長を補佐する。 

  ５ 副部長及び部員の任期は、専門部長の任期に準ずる。 

第32条 研究部は、次の事業を行い、研究課題別に小部会を設置することができる。 

     １ 職務の研究 



 

     ２ 事務改善研究 

     ３ 学校事務の調査・統計 

     ４ その他部の目的達成に必要な活動 

第33条 研修部は、次の事業を行う。 

     １ 研修計画の検討及び立案 

     ２ 研修会の立案及び実施 

     ３ その他部の目的達成に必要な活動 

 

 

第10章  区 会 

 

第34条 本会は、行政区に区会を置く。 

第35条 区会は、本会の目的達成に必要な研究研修活動を行う。 

第36条 区会には、第４条２に規定する幹事を置く。 

  ２ 幹事は、幹事会に出席し、本会との連絡調整にあたる。 

 

 

第11章  会 計 

 

第37条 本会の経費は、会費及びその他の収入をもって充てる。 

第38条 本会の会計年度は、４月１日に始まり翌年３月31日に終わる。 

第39条 会計規程は、別に定める。 

 

 

第12章  付 則 

 

第40条 この会則の改正については、その議案を付して総会の２週間前に通知する。 

第41条 この会則は、平成５年３月２日に制定し、平成５年４月１日より施行する。 

付 則 この会則は、平成７年５月24日に一部改正し、平成７年５月24日より施行する。 

    この会則は、平成18年６月15日に一部改正し、平成18年６月15日より施行する。 

    この会則は、平成19年２月15日に一部改正し、平成19年２月15日より施行する。 

この会則は、平成23年５月31日に一部改正し、平成23年５月31日より施行する。 

この会則は、平成28年５月27日に一部改正し、平成28年５月27日より施行する。 

この会則は、平成29年５月26日に一部改正し、平成29年５月26日より施行する。 

この会則は、令和４年５月27日に一部改正し、令和４年５月27日より施行する。 

 

 


